
八潮市家庭用防犯カメラ設置費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、家庭用防犯カメラの設置を推進することにより、地域に

おける防犯力の向上を図るため、市が予算の範囲内において八潮市家庭用防

犯カメラ設置費補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し 、

必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項の補助金の交付及び手続に関し、この要綱に定めがない事項について

は、八潮市補助金等交付規則（平成元年八潮市規則第２号）の定めるところ

による。 

（定義） 

第２条 この要綱において、家庭用防犯カメラとは、自ら居住する住宅（事務

所、店舗その他これらに類する用途を兼ねる住宅を含み、共同住宅、借家及

び別荘を除く。以下同じ。）への侵入犯罪等を未然に防止するため屋外に常

設する撮影装置をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。） 

は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

⑴ 第７条の規定に基づく申請時において、市内の自ら居住する住宅に令和７

年６月１日以降購入した家庭用防犯カメラを設置済みの方 

⑵ 同一の住宅について、この要綱による補助金の交付を受けていない方 

⑶ 八潮市暴力団排除条例（平成２５年八潮市条例第８号）第２条第２号又は

第３号に規定する暴力団員暴力団関係者に該当しない方 

（補助の対象となる家庭用防犯カメラ等） 

第４条 補助金の交付対象となる家庭用防犯カメラは、補助対象者が住宅及び

車庫、倉庫等の附属建物に設置する屋外用のものであって、次のいずれにも

該当するものとする。 

⑴ 自ら居住する住宅（隣接する公共空間を含む。）を２４時間継続して撮影

し、かつ、撮影した映像を常時記録し、記録した映像を外部記録媒体へ

移動できるもの 

⑵ 夜間撮影ができるもの 

⑶ 追跡機能を有しないもの 

⑷ 防犯カメラとモニター・記録媒体が分離しているもの 

⑸ 賃借により設置したものではないもの 

２ 前項の家庭用防犯カメラを設置する住宅が多世帯住宅であるときは、一の

住宅として扱うものとする。 

（補助対象経費） 



第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、 

家庭用防犯カメラの設置に要する経費のうち、次に掲げる費用とする。 

⑴ 家庭用防犯カメラの購入費 

⑵ 前号により購入した家庭用防犯カメラの設置に係る工事費（既存設備の

撤去及び移設に要する費用を除く。） 

⑶ 第１号の家庭用防犯カメラの設置を示す表示板の設置に係る費用 

（補助金額等） 

第６条 第３条の補助対象者に対する補助金の額は、補助対象経費に２分の１ 

を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切 

り捨てた額）とし、２０，０００円を上限とする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、八 

潮市家庭用防犯カメラ設置費補助金交付申請書、家庭用防犯カメラの適正運 

用に関する誓約書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出 

しなければならない。 

⑴ 設置する家庭用防犯カメラの概要が分かる書類等 

⑵ 補助対象経費のレシート又は領収書の写し 

⑶ 設置した家庭用防犯カメラの現況写真 

⑷ 申請者の運転免許証、マイナンバーカードその他の本人確認書類の写し 

⑸ 補助金振込先口座がわかるもの 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付申請の受付期間は、令和７年６月２日から令和８年１月３０

日までとする。 

３ 補助金の交付申請手続きは、八潮市家庭用防犯カメラ設置費補助金交付申 

請委任状（様式第２号）により、工事事業者に限り委任できるものとする。 

（補助金の交付決定等） 

第８条 市長は、前条第１項の規定による補助金の交付申請があったときは、 

速やかにその内容を審査し、必要に応じて現地調査等を実施し、適当と認め 

たときは八潮市家庭用防犯カメラ設置費補助金交付決定通知書（様式第３号） 

により、不適当と認めたときは八潮市家庭用防犯カメラ設置費補助金不交付 

決定通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。） 

は、八潮市家庭用防犯カメラ設置費補助金交付申請書（様式第１号）の誓約

内容を遵守するものとする。 

（補助金の交付） 

第９条 市長は、前条の規定により補助金額の交付決定通知書を通知した場合



には、速やかに補助金を交付するものとする。 

（補助金の返還） 

第１０条 市長は、補助金の交付決定又は交付を受けた者が、次の各号のいず

れかに該当する場合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことが

できる。この場合において、既に交付した補助金があるときは、その全部又

は一部を返還させるものとする。 

⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定又は交付を受けたとき 

⑵ 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が補助金の交付が適当でないと認めた 

とき 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和７年５月１日から施行する。 

 


